
｢国立研究開発機関」（仮称）制度を創設

研究開発等の成果の
最大化にはなじまない

［基本的な在り方］ 「世界トップレベルの国際的な競争力」と「世界で最も機動的で弾力的な運営」の実現。
府省、官民、国境を超える連携の推進、縦割りの打破。

［業務遂行の在り方］
○ガバナンスの改革 ○マネジメントの改革
Ⅰ．国の科学技術戦略に沿った業務運営の確保 Ⅴ．人事交流の促進等による卓越した研究者等の確保
Ⅱ．機動的かつ弾力的な業務運営の確保 Ⅵ．自己収入獲得の意欲が湧く仕組みの導入
Ⅲ．研究開発を担うにふさわしい評価の仕組みの導入 Ⅶ．研究開発の継続性に配慮した仕組みの導入
Ⅳ．監事機能等の強化による業務運営の透明性の向上 Ⅷ．契約に係る手続の合理化 等

※上記のほか、政府に対し、研究開発に必要な財源の確保を義務づけ

第６回検討チーム資料２「私案」をベースとした

「国立研究開発機関」（仮称）制度のイメージ（案）①

定型的な業務を
効果的、効率的に行わせることを主眼

現行独立行政法人制度
研究開発の特性を踏まえた
グローバル基準のマネジメントが必要

研究開発の特性

競争性、不定型であること、予見不可能性、不確実性、

長期性、専門性、分野融合や重複競争の必要性 等

研究開発を担う法人

概要
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想定されるモデルスケジュール案（次期常会へ通則法案提出の場合）
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※「通則法＋個別法」の法形式を想定Ｈ２５

国立研究開発機関の基本的在り方

国立研究開発機関通則法（仮）

個別法 個別法 個別法

● 留意点●
・ 研究開発力強化法の研究開発法人等を対象として新制度へ移行することがふ
さわしいものを検討。

・ 新制度移行にあたっては、事務・事業の見直しや再編統合により、政府として
最適な研究開発体制を検討。

国立研究開発機関制度

独法通則法

個別法 個別法 個別法

研究開発法人数
38／104

（研究開発力強化法）

現行独法制度

※機能強化検討チーム：
通則法案概要等を年内にとり

まとめることを目標に、今後、月
に１回程度開催。

独法・国立研究開発機関の主な相違点

国立研究開発機関独立行政法人

可能な限り排除
・総合科学技術会議による
意見具申
・主務大臣による要求

３年以上５年以下

評価委員会及び総
務省審議会（２次）
による評価（毎年度）

国の関与

主務大臣承認が必要

10年を上限に柔軟に設定中期目標期間

・グローバル評価、外国人
評価委員の選任
・３年毎に国立研究開発
機関を評価
・毎年度の自己点検評価

評価システム

政令で定める基準に基づ
き柔軟に利用

剰余金の使用

非常に限定的 複数年度の執行を容易と
するよう条件を緩和

繰越し
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国立研究開発機関（仮称）制度のイメージ（案）②国立研究開発機関（仮称）制度のイメージ（案）②

一定額等を越える部分の
減額を行わない

運営費交付金から自己
収入分を減額

自己収入

概要


